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はじめに
季節性インフルエンザ（以下、インフルエン

ザ）は冬季に流行し、毎年、小中学生（児童生
徒）の10%から30%が罹患する。インフルエ
ンザは学校感染症第 2 種に属し、罹患した児童
生徒は発症後 5 日かつ解熱後 2 日の期間、出席
停止となる。従来、多くの学校は、学校感染症

に罹患した児童生徒に対し、登校再開にあたり
医療機関の記載した治癒証明書の提出を求めて
いた。学校感染症罹患後の再登校時に望まれる
ことは、第一に感染力が消失すると考えられる
学校保健安全法で規定されている期間を経過し
ていること、第二に児童生徒の全身状態の回復
が確認されていることである。一方で、全身状
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2 日の期間、出席停止となる。従来、多くの学校ではインフルエンザに罹患した小中学生に対し
て、再登校にあたり医療機関の発行した治癒証明書の提出を求めていた。文部科学省は、新型
コロナウイルス感染症とインフルエンザの同時流行が懸念された2022年に、医療機関の外来診療
の逼迫を回避するために、医療機関の発行する治癒証明書を求めないよう関係機関に通知した。
我々は、東京都および神奈川県の小中学校 5 校において、2020年 9 月から医療機関の発行した
治癒証明書に代わり、保護者が記載したインフルエンザ経過報告書を用いた登校許可を開始した。
経過報告書の記載項目は、迅速診断検査結果、発症日、診断日、受診医療機関名、抗インフル 
エンザ薬使用状況、体温の経過とした。インフルエンザ罹患後の登校再開時における出席停止期
間の確認に要する時間は、経過報告書の運用開始後、短縮した。医療機関による治癒証明書発行
は、賃金構造基本統計調査、労働力調査、および医療機関への再診時費用から、一通あたり保護
者に2,535-5 ,696円の経済的負担を、医療保険に875円の医療費負担を課していると推定される。
インフルエンザ罹患時の登校許可は、医療経済学的な観点からも、保護者が記載した書類に基づ
く方法が望ましい。
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態の確認を含む治癒証明書の発行には、児童生
徒および保護者の医療機関への再受診を要す
る。保護者は治癒証明書の提出を求められるこ
とで、医療機関受診に要する時間中、就業困難
になるだけでなく、再診料などの費用を負担す
ることになる。

文部科学省は、インフルエンザに関する医療
機関による治癒証明書の発行について、2009年
の新型インフルエンザ流行時に、外来診療の逼
迫などを回避するため、治癒証明書の提出を求
めないことを自治体、各教育機関に通知した 1 ）。
日本学校保健会は、2018年に刊行した「学校
において予防すべき感染症の解説」2 ）の中で、
治癒証明書を一律に求める必要はないことを周
知している。以降、各自治体では様々な対応、
すなわち 1 ）通知の発出前と変わらず治癒証
明書の提出を求める、2 ）治癒証明書の提出を
求めるが発行に係る手数料を無料とする、およ
び 3 ）保護者の記載した経過報告書（以下、経
過報告書）の提出を求める、が混在する状況と
なっている 3 ）。さらに、各学校が運用する経過
報告書に記載する具体的な内容は異なってお
り、様々な書式が採用されている 4 ）、5 ）。川上は、
2012年 4 月からインフルエンザを含む学校感染
症について、医師による登校許可書を廃止し保
護者による欠席届の運用を開始した公立小学校
の属する地域において、社会的な問題は生じな
かったことを2015年に報告している 6 ）。

インフルエンザは、新型コロナウイルス感染
症（以下、COVID-19）の流行後、2020年およ
び2021年においては世界的にも極めて小規模
な流行にとどまったが2022年、南半球で冬季
に 3 年ぶりに流行した。2022年10月、文部科
学省は、日本でも冬季のインフルエンザ流行を
予想し、COVID-19との同時流行による医療の
逼迫に備えて、2009年と同様、認定こども園
を含む各教育機関に、登校再開時に治癒証明書
の提出を求めない事務連絡を再度発出した 7 ）。

COVID-19流行に伴う小児医療の逼迫状況に
ついて、2020年 4 月から11月に58.5%の小児

医療機関が何らかの診療抑制を行ったことが報
告されている 8 ）。大阪府で2020年、および2021
年に実施されたアンケート調査では、それぞれ
8.9%、および3.6%の対象者が小児科の受診が
困難であったと回答している 9 ）。同調査は、小
児医療機関受診時は患者に加えて保護者が来院
するため、密集対策としての人数制限により受
診が困難であった可能性を指摘している。

COVID-19流行後、医療機関では感染症対策
として、標準予防策に加えて、事前問診による
感染症スクリーニングに基づいた空間・時間的
隔離、受診間隔の調整、院内待機時間減少のた
め予約制による受診人数制限などが実施されて
いる。インフルエンザ流行時の治癒証明書発行
は、感染症対策を実施しながら外来診療を行っ
ている医療機関に、過剰な負担をかけることに
なる。このため、厚生労働省は、学校・職場に
対して、COVID-19、インフルエンザに関して、
治癒証明書、陰性証明書を求めないことについ
て広く周知をしている10）。

本研究の目的は、インフルエンザに関する経
過報告書を用いた登校許可の実践報告を通じ
て、わが国の各自治体および学校におけるイン
フルエンザ罹患後の登校許可における運用指針
の一助となることである。加えて、経過報告書
の運用による保護者の経済的負担の軽減効果の
文献的検討を副次目的とした。

対象と方法
1 ．インフルエンザ経過報告書の作成および運用

本研究の対象校は東京都、神奈川県の小
学校 2 校、中学校 3 校とした。対象校では、
2020年 9 月以前、インフルエンザ罹患後の
登校許可にあたり、医療機関の発行した「学
校感染症治癒証明書」（以下、治癒証明書）
の提出を求めていた。各校保健室で治癒証明
書に記載のある初診日および登校許可日に加
え、解熱後の経過日数および現在の症状を確
認した後に、再登校を許可していた。インフ
ルエンザ流行のピークには、保健室で同対応
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を行う人数が数十人となるため、再登校時の
確認作業を短縮することが実務上求められて
いた。

経過報告書は、先行して保護者の記載した

書類を用いた登校許可を実施している自治体、
および、各学校の書式を参考に作成した 4 ）、5 ）。
経過報告書には、書類名に続いて、出席停止
期間、登校再開時の手続きを明記した（図 1 ）。

インフルエンザ経過報告書 
 

●インフルエンザによる出席停止期間の基準については、学校保健安全法施行規則第 19 条第 2 項によ

り、「発症した後 5 日を経過し、かつ、解熱した後 2 日を経過するまで」と規定されています。治っ

て登校する場合、インフルエンザ経過報告書を持参の上、保健室で校医・保健師の許可を得てから

教室へ行ってください。 

 

 

迅速診断検査結果（該当するものを〇で囲む）： A ・ B ・ どちらでもない ・ 実施せず 

発症日     ： 西暦    年  月  日 (発熱等の症状が始まった日) 

診断日     ： 西暦    年  月  日 

受診医療機関名 ：                      

抗インフルエンザ薬（該当するものを〇で囲む）：タミフル（オセルタミビル）・イナビル 

ゾフルーザ・リレンザ・ラピアクタ・その他（            ） 

 

体温の経過 

 体温測定日 測定時間：体温 症状 

発症日 月  日     時：       度  

発症後 1 日 月  日     時：       度  
2 日 月  日     時：       度  
3 日 月  日     時：       度  
4 日 月  日     時：       度  
5 日 月  日     時：       度  
日 月  日     時：       度  
日 月  日     時：       度  

    

登校日 月  日     時：       度  

 

上記のとおり、発症した後 5 日を経過し、かつ、解熱後 2 日を経過したことを報告いたします。 

 

    年   月   日             年   組   番 

 

生徒氏名                     

 

                   保護者氏名                 印 

図 1　インフルエンザ経過報告書

インフルエンザ罹患後の再登校時に本書類を保健室に提出する。
薬品名は一般名ではなく商品名を記載した。
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経過報告書の記載項目は、迅速診断検査結
果、発症日、診断日、受診医療機関名、使用
した抗インフルエンザ薬名、体温、および症
状の経過とした。症状の記載欄は、発熱が長
引いた場合に備えて、発症後 7 日目まで記載
できる書式とした。最後に、出席停止期間の
数え間違いを防ぐために、書類の下部に再度
出席停止期間を提示した。

2 ．医療機関による治癒証明書の発行が保護者
に与える経済的負担の推定

医療機関による治癒証明書の発行は、受診
に要する時間の就業制限による賃金の減少、
および再診料を含む諸費用、両者の経済的負
担を保護者に課することになる。本研究では、
治癒証明書から経過報告書への運用の変更に
伴う保護者の経済学的負担の削減効果につい
て推計するにあたり、保護者が治癒証明書発
行に際して医療機関に受診するために欠勤す
る時間を 2－4 時間と仮定した。先行研究を
参考に、35－44歳の平均時給および就労率
を、令和 3 年賃金構造基本統計調査および労
働力調査からそれぞれ1,265円、85.4％と設
定した11-13）。また、医療機関での再診時に保
護者が支払う費用を、再診料および外来管理
加算から375円、文書の発行料は各自治体の
状況を基に 0 円から1,000円と設定した。

3 ．倫理的配慮
経過報告書の運用は、インフルエンザに対

する登校許可に関する実務的な対応であり、
対象校の学校長の許可を経て実施した。経過
報告書の運用方法は、対象校において、校報、
各校のホームページなどを用いて児童生徒の
保護者に周知した。なお、経過報告書の 2 次
的な活用については、慶應義塾研究倫理委員
会研究倫理審査委員会の承認を得て実施した

（受理番号22-018）。

結果
1 ．インフルエンザ経過報告書の運用

本研究の対象校では、経過報告書の運用を
2020年 9 月から開始した。経過報告書は、各
校のホームページなどからダウンロード可能
とし、インフルエンザ罹患後の児童生徒の登
校再開時には、各校の保健室で確認を行った。
従来の治癒証明書の運用時は、発症日および
解熱日を児童生徒、または保護者に確認し、
出席停止期間が適切かどうかを判断しており、
各児童生徒の確認作業に数分を要していたが、
経過報告書の運用により、発症後の経過を迅
速に確認できるようになった。治癒証明書の
運用時には、登校再開時に、出席停止期間を
経過していない児童生徒が散見されていたが、
経過報告書への変更後は、このような児童生
徒は減少した。

2 ．治癒証明書の発行に関する保護者の経済的
負担

医療機関での治癒証明書の発行に際し、保
護者の欠勤時間を 2 時間と仮定した場合の経
済的負担は、各医療機関の文書料により異な
るが、2,535円から3,535円と推定した（図2）。
欠勤時間を 3 時間とした場合の経済的負担は
3,615円から4,615円、4 時間とした場合の経
済的負担は4,696円から5,696円と推計した。

考察
インフルエンザによる欠席は出席停止となり、

教科・科目の評価に用いられる出席日数から除
外される。このため、インフルエンザ罹患時は、
何らかの方法で罹患が証明されることが望まれ
る。経過報告書は、治癒証明書と異なり保護者
が記載する書類であるが、インフルエンザの型、
受診医療機関、および治療状況を記載すること
で、罹患を担保できる内容であると考える。

インフルエンザ罹患後の登校再開時の確認、
すなわち出席停止期間および児童生徒の体調の
確認には迅速性も求められる。流行時には多数
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の児童生徒が同疾患に感染するため、確認作業
を限られた時間で行う必要がある。経過報告書
の運用は、インフルエンザ発症後の日数、およ
び症状・体温の経過の明確な記載により登校再
開時の手続きを簡素化し、迅速かつ正確な登校
再開時の確認を行うことに有用である。

医療機関による治癒証明書の発行に際しては、
保護者が欠勤する時間に左右されるものの、
2,535円～5,696円の経済的負担を保護者に課
していることが明らかとなった。日本の17歳以
下の子供の相対的貧困率は13.5％であり、治癒
証明書発行に要するコストが貧困世帯に与える
影響は少なくないと考える14）。

我が国では人口の高齢化に伴い、医療費増大
の抑制が社会的課題となっている。治癒証明書
発行に際し、医療保険からは再診料を含む875
円の医療費が支払われている。Tsuzukiらは
2013年/2014年から2017年/2018年のデータ
から、15歳以下の小児のインフルエンザ罹患
時の治癒証明書発行には、1 年間に人口100万
人当たり、およそ 1 億300万円の費用が生じて
いると推定している15）。2021年 4 月 1 日にお
ける小中学生数は936万人であり、インフルエ

ンザには小中学生の10-30％が罹患するため、
毎年およそ90-280万人の児童生徒が同疾患に
罹患していると考えられる16）。本研究からは、
治癒証明書の発行を中止し、経過報告書を用い
た登校許可を行うことにより、およそ 8 ‐25億
円の医療費を削減することが可能であることが
示唆された。

インフルエンザの流行ピーク時に、1 週間に
同疾患と診断される患者は、1 医療機関当たり
30人から50人強に達する。冬季は他の感染症
も流行するため、医療機関には多数の患者が来
院する。外来での感染症のアウトブレイクを予
防するためには、通常の感染症対策に加えて、
院内の待機人数を減少させることも考慮すべき
こととなる。経過報告書の運用は、治癒証明書
作成のための来院を不要とすることで、医療機
関での感染症対策にも貢献すると考える。

保護者の記載した経過報告書の運用は、乳幼
児が通う保育所におけるインフルエンザ罹患後
の登所再開時においても可能であると考える。
乳幼児は若年であり、インフルエンザ罹患後は
慎重な全身状態の把握が望まれる一方、多くの
乳幼児は、学校保健安全法に定められる発症後
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図 2　治癒証明書の発行に関する保護者の経済的負担

医療機関受診に際して保護者が欠勤する時間を 2 -4 時間とし、治癒証明書の発行に関する保護者の
経済的負担を推定した。具体的な算出方法については本文参照。
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5 日かつ解熱後 3 日の期間で回復が見込まれる
ためである。保育所の感染症対策は、保育所に
おける感染症ガイドラインに基づき、学校保健
安全法に準拠する形で実施されている17）。同ガ
イドラインには、感染症罹患後の登所再開に関
して「関係機関による討議の結果により医師の
意見書が必要になる疾患群」に、インフルエン
ザ、およびCOVID-19が例示されている。保
育所は厚生労働省の管轄であり、前述の文部科
学省の事務連絡の対象外となるため、保育所で
は、インフルエンザ罹患後の登所再開時に医療
機関の発行した意見書などを必要としている施
設も多く存在する。一方、保育所に通う乳幼児
の保護者は、児童生徒の保護者より若年であり
所得が低くなるため、医療機関再診に関する経
済的負担が家計に与える影響は、より大きくな
ることが予想される。高橋は、自治体によって
医療機関の発行した意見書の取り扱いが異なる
こと、および保護者の負担軽減のため、柔軟な
運用を行っている自治体があることを報告して
おり、近藤は秋田県での取り組みを紹介してい
る18-19）。このような視点から、インフルエンザ
罹患後の乳幼児においても、児童生徒同様に保
護者の記載した経過報告書を用いた登所再開の
検討が必要と考える。

結語
インフルエンザ罹患後の児童生徒の登校許可

は、流行期における医療機関の外来診療逼迫等
の回避だけでなく、保護者の経済的負担、およ
び医療費の抑制の観点からも、保護者の記載し
た書類に基づいた実施が望ましい。
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